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   消費税及び地方消費税の税率の改正に伴う県工事等の取扱いについて（通知） 
 
 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等

の法律（平成２４年法律第６８号。第３を除く。）第３条の規定に基づく消費税の税率の改正及び社

会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部

を改正する等の法律（平成２４年法律第６９号。第３を除く。）第２条の規定に基づく地方消費税の

税率の改正が平成３１年（２０１９年）１０月１日に施行され、施行日以降は消費税及び地方消費税

の税率は１０％が課されることとされています。 
 ついては、本県が発注する建設工事及び測量等業務（以下「工事等」という。）について、下記の

とおり取り扱いますので、これに従って事務処理を適切に行ってください。         
（担当者：県土総務課建設業・入札制度室 長谷川 ０８５７－２６－７４５４） 

 
記 

 
１ 平成３１年４月１日以降当初契約を締結する工事等で、平成３１年（２０１９年）１０月１日以

降に引渡しを受ける場合（【参考】のＣのパターン）は、以下のとおり取り扱うこと。 

（１）予定価格 
   １０％の消費税及び地方消費税額を含む額とすること。 
（２）落札決定額 

入札書に記載された金額に１０％の消費税及び地方消費税に相当する額を加算した金額とする 

こと。 
（３）当初契約額 

入札書に記載された額に１０％の消費税及び地方消費税に相当する額を加算した額とすること 

（落札決定額と同じ）。 
（４）前金払、部分払及び出来高部分払 

消費税及び地方消費税の税率の改正に伴う直轄工事等の取扱いについて（平成３１年３月２７

日付国土入企第５９号国土交通省土地・建設産業局建設業課長通知）の別添１の国土交通省直轄

工事等の取扱い（以下「直轄工事等の取扱い」という。）に準じること。 
なお、前金払等の支払時は旧税率の８％で処理するが、新税率の１０％との差額分の２％相当

額は、精算払時に残金に加えて支払うことに留意すること。 
（５）賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更 
      直轄工事等の取扱いに準じること。 



（６）旧税率により契約締結手続きを進めている工事等 

   新税率との差額分を増額する変更契約を締結すること。 

 

２ 平成３１年４月１日以降に当初契約を締結する工事等で、平成３１年（２０１９年）９月３０日

以前に引渡しを受ける予定としていたものについて、１０月１日以降に引渡しを受けることになっ

たもの（【参考】のＢ́ パターン）は、直轄工事等の取扱いに準じること。 
   
３ 平成３１年４月１日以前に当初契約を締結した工事等で、平成３１年（２０１９年）１０月１日

以降に引渡しを受ける予定のもので、平成３１年４月１日以降に変更契約により生じた増額（【参

考】のＡ́ パターン）は、その増額分について新税率１０％とすること。 
 
４ 平成３１年（２０１９年）１０月１日以降に契約を締結する工事等 

１の（１）から（３）までの取扱いに準じること。 
 
５ 起工、調達公告及び電子入札に係るシステムの対応 
（１）工事積算システム、工事進行管理システム及び電子入札システムについては、いずれも適宜税

率を設定して、積算、契約書作成、入札等の各種業務に対応可能である（工事進行管理システム

は、現在、起工情報入力画面で税率の初期設定値は８％となっている（４月中に１０％に変更予

定））。 

   ただし、工事積算システムは、調査基準価格等の算定において、８％と１０％を区別して計算

することができないため、当面の間、１０％で起工する場合は、当該価格の設定を測量等業務と

同様に各発注機関においてデータベースで対応すること（データベースは配信済）。このシステ

ムにおける調査基準価格等の税率設定の変更（８％から１０％）は、６月初旬を予定している。 

なお、電子入札システムは、工事進行管理システムの起工情報入力画面で税率１０％を選択し

て登録すれば１０％として自動計算するが、同システムの調達案件登録画面で税率が１０％であ

ることを必ず確認すること。 

（２）増額の変更契約分（【参考】のＢ́ パターン）に係るシステムの対応方法については、工事進行

管理システムは県土総務課建設業担当（内線：７３４７）、工事積算システムは技術企画課技術

調査担当（内線：７４１０）に協議すること。なお、その方法は、別途整理の上で周知する。 
 
６ １から５の取扱いにより難い場合 
  県土総務課に別途協議するものとする。 
 
７ 工事等請負契約書の特別の規定 
１又は２の工事等について、契約内容に１の（４）又は（５）の取扱いを反映させるため、特別の

規定（附則）を契約書中に追加する必要がある。このひな形は別添のとおりであり、これを活用して

適正な契約となるよう留意すること。 

なお、測量等業務について附則の追加が必要となった場合も、これと同様に取り扱うこと。 
 
【参考＜新・旧税率適用の具体的な例＞】 
 Ａ 平成３１年４月１日より前に契約し、平成３１年（２０１９年）１０月１日以降に引渡し        

   ⇒ 旧税率（経過措置） 
 Ａ´Ａにおいて、平成３１年４月１日以降に変更契約により増額された場合その増額された対価について    

    ⇒ 新税率 

 Ｂ 平成３１年４月１日以降に契約し、平成３１年（２０１９年）１０月１日より前に引渡し 

   ⇒ 旧税率 

 Ｂ́ Ｂにおいて変更契約（工期延伸）し、平成３１年（２０１９年）１０月１日以降に引渡し 

    ⇒ 新税率 

 Ｃ 平成３１年４月１日以降に契約し、平成３１年（２０１９年）１０月１日以降に引渡し 

    ⇒ 新税率 


























